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本日お話すること

• 財政に関する基本的な事項

社会保障等の公的給付と財源との関係
性

財源の性質(一般財源・特定財源)が施策
にもたらす影響

特定財源・特別会計の特徴・問題点

特別な財源を特定の共通した目的を有す
る様々な施策に用いている例
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資金の流れ：国の一般会計と特別会計

一般会計

特別会計

財投機関
等

国民

自治体等税金（所得
税・法人税・
消費税など）

国債（財
政赤字）

繰入金

財投債等
（借金）

保険料（年金・
雇用保険）等

財政投
融資等

給付（年金・失業給付）等

補助金等

公共サービス等

公共サー
ビス等

インフ
ラ等
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一般会計と特別会計

一般会計 特別会計

メリット • その時々の政策的な要請（防災・景
気対策を含む）に応じて柔軟に予算
を配分できる

• 財務省等による査定があり、支出（使
途）の有効性がチェックされる

• 特定の使途（例：GXの推進）に対して安
定的な財源を確保できる

• 受益（給付）と負担（保険料等）の関係
が明確になる

課題 • 単年予算のため、次年度以降の支
出水準が保証されない

• 受益と負担の関係が希薄になり易い

• 使途のチェックが甘くなる

収入に応じて無駄な支出や過大な積立
金が生じかねない
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国の一般会計とは

出所：財務省資料
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一般会計

国の一般会計とは：其の二

税金（所得税・法人
税・消費税など）

国債（財政赤字）

税外収入（手数
料・資産売却）

社会保障給付

（年金・医療・介護、児童手
当。生活保護など）

公共事業（社会資本
整備・防災など）

自治体への補助金（地方
交付税、地方創生推進
交付金など）

国債の元利償還費（借
金の返済）

入口＝収入と出口＝使
途が多様（一対一に対
応していない）

6



参考：財政民主主義

• ウイキペディア：「財政民主主義（ざいせいみんしゅしゅぎ）とは、国家が財政を動かす際には国民の代表か
ら構成される議会の議決が必要であるとする考え方。日本においては日本国憲法第83条がその根拠とされ
る。」

日本国憲法第83条「国の財政を処理する権限は、国会の議決に基いて、これを行使しなければならない。」

• 租税法律主義

何人も法律の根拠がなければ、租税を賦課されたり、徴収されたりすることがない

日本国憲法第30条「国民は、法律の定めるところにより、納税の義務を負う。」

第84条「あらたに租税を課し、又は現行の租税を変更するには、法律又は法律の定める条件によることを
必要とする。」

• 金子宏『税法入門』2004年
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参考：補正予算

• 新型コロナ感染症の拡大を契機に
補正予算が拡大

補正予算は本来、当初予算の作成
時には予期されなかった事態（例：
自然災害）などへの対応

安定的（恒久的）な財源にはならな
い・・・・
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受益と負担

受益（給付等） 負担（税・社会
保険料等） 財政赤字（借金）

受益と負担の関係が明確
＝コスト意識を喚起

受益と負担の関係が不明確
＝受益が膨張して将来世代に負担
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参考：財政再建の議論
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税収の増加⇒国民への還元（減税）要求

子育て支援の充実・学校給食の無償化

今期の予算収支

財務省は3日、2023年度の国の一般会計の税収は72兆761億円で、前年度を約9千億
円上回ったと発表した。企業の業績が好調で法人税収が伸び、4年連続で過去最高を
更新した。ただ税収が増えたといっても巨額の歳出はカバーできず、国債（借金）で
しのぐ状態は変わらない。とはいえ、「増収」を奇貨に、与党から再び「還元」を求
める声が出てきそうだ。朝日新聞2024年7月3日

ほとんどの子どもたちが食べる学校給食。東京23区や青森県など無償化する
自治体が出てきています。一方で、財政規模によって自治体単独での実施は
難しい場合も多く、全国一律での無償化を求める署名活動も広がっています。
専門家は「給食の無償化は、お金が全て間違いなく子どものために使われ
る」と指摘しています。朝日新聞デジタル2024年4月17日

財政収支全体を俯瞰
した議論が必要

財政赤字
（借金増） 利払い費 支出 税収



特別会計

出所：令和５年版特別会計ガイドブック
11



社会保障特定財源としての消費税
消費税の使途に関する資料 : 財務省

出所：財務省資料

• 消費税法第1条第2項により、消費税の収入は
社会保障給付や少子化対策の経費（社会保障
4経費）に充てることが定められている
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参考：社会保障の財源

出所：厚生労働省資料
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出所：令和５年版特別会計ガイドブック 15



16
出所：行政事業レビュー



自動車事故被害者支援

• 令和5年4月以降、自動車事故対策
事業の安定的な財源を確保するた
め、賦課金を導入

自動車損害賠償責任保険（自賠
責）の保険料の一部として徴収

自家用乗用車（普通車、軽自動車）
は１台当たり年間１２５円に設定

新たな賦課金による歳入は年間で
約１００億円を見込む

今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会
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使途の精査

今後の自動車事故対策勘定のあり方に関する検討会 18



参考：証拠に基づく政策形成（EBPM）
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財源の考え方

考え方 例

保険 自身に起きるリスク（例：病気、事故、
失業）による支出（例：治療費。損害賠
償、生活費）を予めカバー

・医療保険
・自動車の自賠責保険
・雇用（失業）保険

受益 サービス（例：防衛・治安）等から多く受
益（（例：財産の保護）のある者が多く
負担

・防衛費に係る増税（法人税・所
得税等）
・固定資産税

原因者負担 損失（例：公害）を発生させた者（例：企
業）が負担

・汚染者責任の原則
例：公害健康被害補償制度
（大気汚染系）
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参考：

〇公害健康被害補償制度、

「公害健康被害の補償等に関
する法律」に基づき、大気の汚
染等の影響により健康被害を
受けた者に対し、その受けた損
害を填補するために療養の給
付や障害補償費の支給などを
行うと共に、被害者の福祉に必
要な事業を行うことにより、健康
被害に係る被害者の迅速かつ
公平な保護及び健康の確保を
図ることを目的として、昭和49
年に創設
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参考：日本の財政状況
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出所：財務省資料
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内閣府「中長期の経済財政に関する試算」（令和６年７月） 24



変わる潮目：金利のある世界へ

• デフレからインフレへ

異次元の金融緩和の目標（2%のインフ
レ率）は既に達成

国内外の金利差により外為市場では円
安が進行

• 日本銀行は金融政策を転換へ

＜2024年3月＞

長短金利操作（イールドカーブコント
ロール）を撤廃

マイナス金利の解除

⇒「金利のある世界」の到来へ

25



金利上昇が財政に与える影響

• 財政政策が前提としてきた経済環境が変わりつつ
ある

これまでの前提

金融緩和による低金利 ⇒国債コスト（利払い費）
が抑制（「日本国債のパラドックス」）

デフレ経済による「カネ余り」⇒国内で安定的な国
債消化

状況の変化（現状は「維持」可能ではない）

諸外国の金融政策の変更・エネルギー価格の高
騰⇒円安・国内物価の上昇、金利の上昇圧力

財政規律が欠如（量ありきの財政出動と赤字国債
への依存）したままでは市場からの「攻撃」への反
撃能力に欠く

26出所：財政制度等審議会資料



出所：財政制度等審議会資料 27

国債の発行額（借り換えを
含む）は高い水準で推移


